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住民の協働を得つつまちづくりを推進する際には，住民の主体性や積極性が高まり，持続することが肝

要である．本研究では，コミュニケーション・議論の方法や取組の進め方に着目し，同一時期に同一地域

で実施された類似のプロジェクトを横断的に比較することで，議論が継続したプロジェクトとそうでない

プロジェクトについて，その要因を検討することを目的とした． 
コミュニティ交通の運営を住民が主体となって担うこととした山口市の「山口市市民交通計画」を基に，

各自治体・地域で議論が発生・継続・途絶する経過を報告書を基に調査し，その要因を検討した．その結

果，議論の継続に影響を及ぼす可能性のある要因として，会合の回数や人数，現実的な施策の提示を示し

た． 
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1. はじめに 

 

近年，都市域レベル・地域レベルの空間を主に対象と

していた都市計画は，地区レベルのまちづくりにも重点

が置かれるようになっている1)．このような地域的な問

題の取り扱いの増加に伴って，民主的な社会的意思決定

の機会が増加した2)．なぜならば，地域の事情に精通し

た住民同士の議論によって当該地域において真に必要な

取組やその実施が促進されると考えられるためである．

このようなまちづくりのプロセスでは，住民同士や住民

と行政との合意形成や，住民自身の行動変容が求められ

ることが多く，地域住民ひとりひとりの選択を尊重し，

互いに議論を重ねて方向を探っていくようなアプローチ

が求められることとなった3)．そして，このような取組

の諸過程に地域住民を含めた多様な関係者が参画して適

宜目標や意識を共有しながら合意を形成していくことで，

関係者の凝集性が高まり，地域知や専門値を有する人材

が育まれ，その後の地域づくりの機運が高まると期待さ

れる4)． 

とりわけ，生活に密着した日常的な移動に係る交通手

段を検討する地域交通計画を通じたまちづくりでは，地

域住民が積極的に関与することで持続的で適切な地域交

通の確保につながると期待されており5)，数多くの住民

参加による取り組みが報告されている．このような取組

を効果的に推進するためには，住民が自治体の財政状況

や計画・実施する交通政策の方向性を理解し，交通計画

について情報を通じて問題意識を共有していくことが肝

要である．住民と行政の間で問題意識や問題解決の方向

性が共有されることで，住民の主体で積極的な協働を得

ることにつながり，地域交通計画の組織的で円滑な推進

に寄与すると期待される．また，住民自身が計画と実施

に携わることにより，地域や事業に愛着を醸成し事業の

持続性が高まると考えられる． 

しかしながら，住民の主体的で継続的な協働を得るこ

とは必ずしも容易ではない．そもそも議論を開始する機

運が生じないこともあれば，一度議論が始まっても住民

が計画策定や事業実施に関与する機運が継続しないこと

もあるだろう．そのような事態が生じる場合，住民参加

を前提としていた計画策定や事業実施においては，計画

策定や事業実施のプロセスの一部が形骸化し，計画の適

切性や事業の実効性が損なわれる事態につながると懸念

される．また，主体性の醸成も課題である．行政と住民

のコミュニケーションが住民側の私的な要望の提示に終

始する状態が継続すると，双方向議論の成立が困難とな
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るであろう． 

このように，住民の協働を得つつまちづくりを推進す

る際には，住民の主体性や積極性が高まり，持続するこ

とが必要である．しかしながら，その要因については各

種の事例分析によって，各事例ごとに羅列的に指摘され

るにとどまっている．各事例は地域性や施策の種類，時

期など住民参加の方法以外にも多くの外部要因によって

影響を及ぼされていると想定される．地域交通関連施策

については，バスや鉄道の新規路線開通やバス路線の廃

止など交通環境の変化が地域の危機感や施策に取り組む

機運をもたらす事例6)や住民組織に強いリーダーシップ

をもったリーダーが存在することで事業が円滑に進む事

例などが知られている． 

しかしながら，コミュニケーション・議論の方法や取

組の進め方については，事例紹介として示されていはい

るものの，機運の醸成や取組の継続に及ぼした影響はほ

とんど検討されていない．このような要因についてより

客観的に評価するためには，類似のプロジェクトを横断

的に比較することが有効であると考えられる． 

そこで本研究では，同時期に同一市内の複数地域を対

象として実施された住民を主体とした地域交通維持の取

り組みを対象として分析を行い，住民の議論や施策の継

続状況に及ぼす要因を考察することを目的とする． 

 

 

2. 調査について 

 

本研究では，山口県山口市で実施されている「山口市

市民交通計画」に基づく地域主体の交通手段確保の取り

組みを対象として調査・分析を行った． 

 

(1) 山口市市民交通計画 

山口市市民交通計画（以下，市民交通計画）は，2006

年4月に策定された山口市の公共交通を中心とした総合

交通計画である．山口市は，市町村合併を経て県内最大

の市域面積を有する一方で人口密度は全国の県庁所在地

の中で最も低い約190人/km2であり，分散型の都市であ

る．一方で自動車依存の進展による公共交通サービスの

低下が進行しており，路線バスに対する市の補助も拡大

している． 

この市民交通計画では，高齢化に伴う移動困難者の増

加・市の財政の悪化といった課題に対して，行政だけで

十分な公共交通を維持することが困難であるという認識

を示し，市民の協働を求めた．都市内交通のうち幹線交

通は事業者が中心となって運営する一方，支線交通は住

民が主体となって運営する方式とし，市を双方を支援す

るという役割に位置づけた．本計画に則れば，住民が運

行主体を組織して支線となる交通を運営し，一定の収益

水準を満たせば市の補助の対象となる．このため，住民

が関与することで地域交通が直接的に改善・維持される

こととなる．市民が自ら積極的・主体的に地域交通に関

与することを求めた計画である． 

本計画が策定される前後に各地域で説明会が実施され，

本計画の策定の背景と趣旨，今後の施策の進め方につい

ての周知がなされた．住民主体での地域交通の運営や改

善の要望がある地域は，市の担当者を含めた関係者で勉

強会や協議会を主催し，議論を進める．当該勉強会は

2006年以降現在まで，市内で平均して年間約80回程度実

施されている．さらに，山口市では2007年度からコミュ

ニティ・タクシーを運営する地域を支援するモデル事業

を実施している． 

 本計画策定に基づく市民の主体的参加促進の結果，

2015年現在7つの地域で住民主体のコミュニティ・タク

シーが運行されている．当該地域では，各地域の特性に

合致した路線や運行形態，利用促進が実施されており，

住民自身が関与することにより地域交通維持への意識や

行動も活性化されている．このような成果は住民参加に

よる地域交通維持の目的と合致したものであり，平成23

年度地域公共交通活性化・再生優良団体大臣表彰を受賞

した． 

 しかしながら，このように住民の積極的・継続的な協

働を得て地域生活交通が改善した地域がある一方で，議

論が開始されなかったり，途絶してしまったりした地域

も存在する．とりわけ，一度は勉強会を開始した地域は，

日常的な移動や交通手段の改善に意欲があった地域であ

り，市民交通計画の策定に際して，地域交通について議

論する機運が一度は高まった地域であると判断できる．

このように，議論が継続した地域と途絶した地域の双方

が存在する本取り組みを調査の対象とした． 

 

(2) 調査の概要 

 本研究では前節に述べた山口市の各地域での地域交通

の検討状況について，市役所の保管されている勉強会等

の報告書の閲覧によって調査を行った．調査時期は2014

年11月～1月であり，2006年度～2012年度の報告書を調

査対象とした．なお，報告書の閲覧によって不明な項目，

記載に漏れがあった項目については担当課員にヒアリン

グを実施して補足した． 

a) 調査地域 

 本研究では，住民主体での地域交通の改善に関して，

現在も議論が継続して実施されている地域（以下，議論

継続地域）と一度は議論が開始されたものの途絶した地

域（以下，議論途絶地域）を比較するため，それぞれか

ら5地域を無作為に選定し，調査を行った．なお，議論

継続地域に該当する地域は，全ての地域でコミュニティ

タクシーの運営が行われていた． 
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b) 調査項目 

 本研究では，議論継続地域と議論途絶地域で各種の取

り組みの進め方についての要因を比較するため，報告書

から得られる情報を各地域について取りまとめた． 

 まず，地域交通に係る会合については，当該地域で住

民が主催となって実施され，市役所の担当者が参加した

会合について，勉強会・協議会・打合せ・調整の4種類

に分類し，回数と各会合の参加者数を調査した．ここで，

勉強会とは，地域交通に関係する施策や事業についての

説明や，課題ついて住民が考察し合うものとした．協議

会とは，考察にとどまらず，地域交通施策に係る何らか

の諸要件の決定を伴うものとした．また，打合せに関し

ては，勉強会や協議会で議論する内容について事前に少

数の参加者で話し合うもの，調整は他地域や事業者など

一定の参加者以外の関係者を含めた少数の会合とした．

なお，会合の名称が「協議会」とされていても，前述の

定義に従って決定を伴わない諸要件の議論がなされた場

合は，勉強会に分類した．すなわち，協議会・勉強会は

住民全体の会合であり機運の醸成に大きく影響を及ぼす

ものであると想定される．一方，調整・打合せは事業の

円滑な実施や協議会・勉強会の継続のための関係者の会

合であると想定される． 

 次に，各地域で実施されたアンケート調査の概要と頻

度，組織設立の有無と経緯について調査した． 

 以上の項目を調査しながら，議論の継続・途絶に影響

を及ぼす要因を考察する．報告書は議事・発言録ではな

いため，過不足なく議論の推移を把握することは困難で

あるが，議事概要として報告された事項を適宜参照する． 

 

3. 結果と考察 

 

前章に述べた項目についての取りまとめた結果を表1

に示す． 

 

(1) 会合の回数 

会合の回数は，調査期間の会合回数の合計の他，会合

が初めて実施された年度と最後に実施された年度の年数

地域ではほぼ毎年何らかの会合が開催されており，年平

均会合数は5.0回～10.3回であった。A～E地区のうち，最

も会合回数が多かったE地区は，内訳に示される通り少

数で事前協議を行う打ち合わせの回数が多かった． 

一方，議論が途絶した地域では1～4回の会合が実施され

ていた．但し，J地域については，ある年に2回の会合が

行われ，途絶した2年後に自治会長の交代を契機として

さらに2回の会合が行われたが，再度途絶した．従って，

継続して4回の会合が行われたというよりは，1つの地域

で2回議論が途絶したと見なすことが妥当であると考え

られる.．すなわち，会合の回数については，議論が途

絶した地域では2回以下しか行われていないと見なすこ

とができる．実際に，担当課及び実際の会合に参加した

専門家へのヒアリングでも，地域住民との対話が半年な

いし3～4回程度継続して初めて，行政の状況や計画の方

向性についての共感が得られ，議論が展開するようにな

ったとの意見が得られた．関係者間の共感や私的意見の

提示にとどまらない公的議論の展開が，議論の継続の要

因になるとの想定に基づけば，会合の開始から議論の展

開に一定の時間を要する可能性を認識することは有意で

あろう． 

表1：報告書調査の結果 

議論が継続した地域 議論が途絶した地域 

A B C D E F G H I J 

総会合数 (回) 34 35 35 25 41 2 1 1 2 4 

勉強会 3 17 14 9 11 0 0 1 0 2 

協議会 18 10 12 8 8 0 0 0 2 0 

打ち合わせ 9 3 5 6 17 0 1 0 0 0 

調整 4 5 4 2 5 2 0 0 0 2 

年平均会合数 (回) 6.8 5.8 7.0 5.0 10.3 2.0 1.0 1.0 2.0 1.3 

平均会合参加者数(人) 9.3 12.6 12.3 9.3 10.2 3.0 7.0 4.0 24.0 15.8 

勉強会・協議会 

平均参加者数(人) 
12.9 12.3 12.9 9.8 12.9 0.0 0.0 4.0 24.0 31.5 

アンケート調査（回） 2 2 2 2 2 1 × × 2 × 

地域交通に係る組織 ○ ○ ○ ○ ○ × × ×  × 
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(2) 会合の参加者数 

会合の参加者数については，地域全体での会合である

勉強会・協議会への平均参加者数を別途算出した．この

結果，議論が継続した地域での平均参加者数は9.8人～

12.9人であった．一方で，議論が継続していない地域の

うち，F・G地域では勉強会・協議会が実施されていな

かった．また，H地域は4人，I地域は24.0人，J地域は31.5

人であった．参加者の人数が少なすぎたり，多すぎたり

することによって機運の醸成や議論の継続に影響を及ぼ

される可能性があると考えられる． 

参加者が4人であったH地域については，1回実施され

た勉強会の報告書に「組織の立ち上げ後、協議すること

を合意」と記載されていた．すなわち，何らかの組織を

立ち上げて引き続き地域の交通について地域全体で議論

する方向性で議論されていた．しかしながら，結果とし

て勉強会はこの1回以降継続しておらず，少人数の議論

の帰結が地域全体に拡散しづらかったのではないかと推

察される． 

一方で，J地域の報告書を確認すると，「福祉バスの

増便について意見があったが、公平性の面から継続審議

となった」「生活バスの変更案の代案を示し、住民の意

見を聞いた」との記載があった．参加者数が多いため，

2回の勉強会では行政と住民という従来の関係がそのま

ま維持され，公的な議論の展開に至りづらかったのでは

ないかと推察される． 

最後に，I地域については，24人と議論継続地域と比

較すると多い参加者数であるが，アンケートを2回実施

し，協議会の設立が議論されるなど地域交通を地域全体

で検討する方向へ議論が発展していた．報告書を確認す

ると，「今年度のモデル地区に申請しないことが決まっ

た」「今後の取り組みについて検討組織を立ち上げるこ

とになった」「これから立ち上げを予定しているコミュ

ニティ交通運行準備会に政策課も加わってほしい」とあ

り，市が準備した施策案は不適切だと判断しつつも，地

域交通の確保に向けた公的な議論を継続しようという機

運が生じていたことが確認された．すなわち，I地域の

場合は議論の継続には人数というよりは具体的に自分た

ちが取り組める施策案が提示されたなかったことが議論

が途絶した原因ではないかと考えられる． 

 

4. おわりに 

 

本研究では，コミュニケーション・議論の方法や取組

の進め方に着目し，同一時期に同一地域で実施された類

似のプロジェクトを横断的に比較した．山口市の「山口

市市民交通計画」を対象として，議論が継続したプロジ

ェクトとそうでないプロジェクトについて，その要因を

検討した．その結果，議論の継続に影響を及ぼす可能性

のある要因として，会合の回数や人数，現実的な施策の

提示を示した． 

なお，本市民計画によって策定された住民によるコミ

ュニティ交通の運営は，「住民参加」というよりは，

「公共交通事業の住民営化」あるいは「住民による公共

事業の推進」であり，一部の住民の関与によって公共事

業を改善していくというよりは，当事者自身が関係する

地域住民全体を鑑みつつ，公的な事業を推進するもので

ある．この点を踏まえると，地域への愛着や責任感など，

地域意識が大きな影響を及ぼすことも想定される．今後，

このような観点を踏まえた検討が期待される． 

 

謝辞：本研究で実施した調査に係り，山口市交通政策課

に多大な協力を頂いた．ここに記して謝意を表する． 

 

参考文献 

1) 例えば，日本都市計画学会関西支部新しい都市計画

教程研究会編：都市・まちづくり学入門，学芸出版

社，2011． 
2) 藤井聡：土木計画学，学芸出版社，2008． 
3) 太田勝敏：新しい交通まちづくりの思想，コミュニ

ティからのアプローチ，鹿島出版会，1998． 
4) 例えば，澤崎貴則・藤井聡・羽鳥剛史・長谷川大

貴：「川越交通まちづくり」の物語描写研究－交通

問題解決に向けたまちづくり実践とその解釈－，土

木学会論文集 D3（土木計画学），Vol. 68，No. 5 p. 
Ⅰ325-337，2012． 

5) 森栗茂一 編著：コミュニティ交通のつくりかた：現

場が教える成功のしくみ，学芸出版社，2013． 
6) 例えば，橋詰信吾：福岡外環状道路を走る新たなバ

ス路線の開設に向けて～産学官民の連携と主体的な

取り組み～，第9回日本モビリティ・マネジメント会

議発表資料，2014． 

 
THE STUDY ON FACTORS OF CONTINUITY PUBLIC DISCUSSION 

-EXAMPLE OF COMMUNITY TRANSPORT MANAGEMENT BY RESIDENTS- 
 

Haruna SUZUKI, Shinnosuke MORIYAMA 
 

. 

第 52回土木計画学研究発表会・講演集

 1471


